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事 項 内容

ガイドラインで示す
無人駅

障害当事者の利便性・安全性の観点からみた無人駅の望ましい姿を図示（イラスト化）し、個々の具体的な実現
事例を付す

※当該事例が導入できた諸条件についても明記する

対象となる無人駅

これから無人化しようとする駅。時間帯無人駅も対象とする。
※無人となる鉄道事業者管理に係る改札口がある場合には時間帯無人として扱う。
（鉄道事業者管理に係る改札口・・・商業施設等に直結する改札口を除く改札口）

ただし、既存無人駅についても利用状況等に鑑み、可能な限りガイドラインの姿に近づけるよう努めることが
望ましい旨、ガイドラインに記載する。

「駅の無人化に伴う安全・円滑な駅利用に関するガイドライン（案）」について

○ガイドラインで位置づける事項

【都市型無人駅】
・カメラ映像の活用
・音声音響装置の活用
・モニター・カメラ付インターホン
・ICTを活用した情報提供
・「声かけ・サポート」運動 等

【郊外・地方無人駅】
・乗務員による乗降介助の実施
・構内踏切・スロープの活用
・二次元コードを活用した運行情報提供
・駅業務の自治体等委託 等

＜イラストに記載する事例＞



分 類 ガイドラインでの対応

駅の無人化にあたって
の望ましい姿 無人駅等の事例を選択式で記載（各社から事例を提示してもらう）

ハード・ソフト両面に
おける安全の確保
（＋α）

お客さまサポートコールシステム（ＪＲ東日本 等）
書画台付インターホンに加え、運行障害などの発生時に情報を映せるモニターを設置予定（東武鉄道 等）
他駅からの遠隔放送設備等の整備を検討（京王電鉄 等）
おからだの不自由なお客様のサポートダイヤル（専用ダイヤル）の設置（ＪＲ西日本 等）
白杖検知システムの実証実験（近鉄、相鉄 等）
音声も出力されるデジタルサイネージ（ＪＲ四国 等）の事例を記載 等

地域との協力

鉄道事業者と地域の団体との連携による体験会の実施
自治体に業務委託（ＪＲ九州）
社外の方による介助（ＪＲ北海道）
郵便局において駅窓口業務委託
（普通乗車券、定期券などの乗車券類及び無記名式のＳｕｉｃａの販売業務、精算業務等）（ＪＲ東日本江見駅） 等

その他の活用事例
運行情報ＨＰ等へアクセスが出来る二次元コードの掲示、アプリの充実
障害者割引制度の活用
ICTを活用した情報提供事例の紹介 等

「駅の無人化に伴う安全・円滑な駅利用に関するガイドライン（案）」について

○事例として掲載するもの（一例）

～国交省が想定している記載例～
●都電荒川線 各駅（車椅子が乗降しやすい）
●ＪＲ東日本埼京線十条駅
（常時音声アナウンスによるインターホンへの案内）
●ＪＲ四国牟岐線由岐駅（閑散無人駅の好事例）
●伊予鉄道、熊本電鉄（乗務員が介助している路線・駅）
●ＪＲ東海・身延線市川大門駅、ＪＲ九州・日豊線川南駅
（自治体による委託駅）


